
避難所での暑熱対策に関し、毎年、指定行政機関・指定公共機関・都道府県に発出する中央防災会議通知
において、冷房機器等を避難所開設当初から確保するよう通知している。また、令和７年７月30日に発生した
カムチャツカ半島東方沖を震源とする地震に伴う津波について、津波警報の発表等による避難行動にかかる
課題や好事例の検証を進め、必要な対策を『指定緊急避難場所の指定に関する手引き』及び『市町村におけ
る津波避難計画策定指針』に反映した。

指定緊急避難場所の指定に関する手引き

（令和8年1月）抜粋

中央防災会議通知R8.5.29

中央防災会議会長（内閣総理大臣）（抜粋）
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災害時の熱中症対策に関する中央防災会議通知等の記述内容 資料１－１



災害時の物資支援について

物資支援スキーム（国主体の物資支援）

○国の防災基本計画において、「市町村は、備蓄施設を確保し、避難生活に必要な物資を備蓄する」とともに、「都道府
県は、市町村による備蓄では不足が懸念される物資を備蓄するよう努める」とされているところ

○地方公共団体は、大規模な災害が発生した場合必要とされる物資を調達し輸送体制を整備する
○ただし、国は、被災地方公共団体が、被災者のニーズの把握や物資の要請を行うことが困難な場合においては、
 被災地からの要請がなくても、物資の供給を確保し、輸送をする支援を開始するとしており、同時に被災都道府県
からの要望に沿った物資も調達し、供給している（プッシュ型支援）

○国主体の調達は、被災地の状況を鑑みながら、次第に自治体主体の調達・供給に移行していく（プル型支援）

国
被災都道府県

（広域物資輸送拠点）
プッシュ型支援物資

プッシュ型支援により、被災都道府県に供給する品目は、以下の８品目を基本とする。

     ①食料
     ②毛布
     ③乳児用粉ミルク又は乳児用液体ミルク
     ④乳児・小児用おむつ

⑤大人用おむつ
⑥携帯トイレ・簡易トイレ
⑦トイレットペーパー
⑧生理用品

物資の要請・調達・供給

物資支援スキーム（自治体主体の物資支援）

・プッシュ型支援の流れ
・要請に沿ったプッシュ型支援の流れ
・自治体主体のプル型支援の流れ
・国からの助言

被災市町村
（地域内輸送拠点）

プッシュ型支援物資

物資の要請・供給

被災者
プッシュ型支援物資

物資の要請・供給

国
被災都道府県

（広域物資輸送拠点）

必要に応じて助言

被災市町村
（地域内輸送拠点）

自治体主体の支援

被災者

自治体主体の支援
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プッシュ型支援を実施した災害名 主な支援物資

平成２８年熊本地震 食料・飲料・生活用品・仮設トイレ・ガスボンベ・ガスコンロ 等

平成３０年７月豪雨 食料・飲料・クーラー・仮設トイレ・段ボールベッド・冷蔵庫 等

平成３０年北海道胆振東部地震 食料・飲料・携帯トイレ・乾電池・暖房器具・洗濯機・燃料 等

令和元年８月の前線に伴う大雨 食料・飲料・扇風機・クーラー・仮設トイレ・段ボールベッド 等

令和元年房総半島台風（台風１５号） 食料・飲料・ブルーシート・土嚢袋・ロープ・瞬間冷却剤 等

令和元年東日本台風（台風１９号） 食料・飲料・段ボールベッド・暖房器具・毛布・衣類 等

令和２年７月豪雨 食料・飲料・段ボールベッド・冷房機器・電化製品・体温計 等

令和６年能登半島地震 食料・飲料・段ボールベッド・仮設トイレ・下着・暖房器具・燃料 等

令和８年熊本地震 食料・飲料・スポットクーラー・携帯トイレ・段ボールベッド 等

〇平成２４年の災害対策基本法改正以降、平成２８年の熊本地震をはじめ計９回実施
〇被災者の命と生活環境に不可欠な必需品のほか、被災者のニーズに応じた支援を実施
〇令和８年熊本地震では、「新物資システム（B-PLo）」を活用

プッシュ型支援の実績
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【参考】令和7年度補正予算事業 地域未来交付金（地域防災緊急整備型）
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